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総務省国立研究開発法人審議会 情報通信研究機構部会（第49回） 

 

１ 日  時  令和７年５月26日（月）10時00分～12時00分 

 

２ 場  所  国立研究開発法人情報通信研究機構会議室及びWEB会議による 

ハイブリッド開催 

 

３ 出 席 者 

（１）委員 

橋本委員（部会長）、前原委員（部会長代理）、小野委員、森田委員 

（以上４名） 

（２）専門委員 

荒牧専門委員、牛尾専門委員、大森専門委員、小杉専門委員、富樫専門委員、 

松永専門委員、村瀬専門委員、森井専門委員 

（以上８名） 

（３）総務省 

松井技術政策課長、津幡技術政策課技術革新研究官、 

内田技術政策課企画官、平野技術政策課課長補佐 

（４）国立研究開発法人情報通信研究機構 

安井理事、山口理事、増山理事、矢野理事、盛合部長 

 

 

４ 議  題 

（１）国立研究開発法人情報通信研究機構の業務実績評価の進め方について 

（２）令和6年度及び第5期中長期目標期間終了時に見込まれる国立研究開発法人情報通信

研究機構の業務実績について 
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開  会 
【橋本部会長】  ただいまから第４９回総務省国立研究開発法人審議会情報通信研究機

構部会を開催いたします。 

 本日は御多忙のところ御参集いただき、ありがとうございます。 

 初めに、本日の会議の定足数の関係でございますが、本日は委員４名中４名が出席されて

おり、定足数を満たしておりますことを御報告いたします。 

 また、国立研究開発法人審議会議事規則第７条第１項及び第２項の規定により、会議は公

開とし、また議事録及び配付資料も公開とさせていただきます。 

 それでは、事務局から配付資料の御確認をお願いいたします。 

【平野補佐】  事務局でございます。それでは、本日の配付資料を確認させていただきま

す。 

 お手元の議事次第にございますけれども、その２ページ目にございます資料情部４９－

１から４９－２まで、また参考資料として、参考情部４９－１から参考情部４９－５までの

計７点でございます。過不足等ございましたら、お申し出ください。 

 次に、本日は会議室とオンラインのハイブリッド形式での開催となります。オンラインの

方につきましては、御発言の必要がある方は、Ｗｅｂｅｘの挙手機能またはチャット欄でお

知らせください。また、会場の方は、マイクがお手元のところにございますけれども、右手

側にボタンがございます。赤く光りますので、御発言の際はマイクのボタンを押してから御

発言いただければと思います。また、同時接続数に限りがあるとのことでございますので、

御発言が終わりましたらマイクをオフにしていただきますと幸いでございます。 

 事務局からは以上でございます。 

【橋本部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、お手元の議事次第に従って議事を進めてまいりたいと思います。 

議  題 

（１）国立研究開発法人情報通信研究機構の業務実績評価の進め方について 

【橋本部会長】  まず、議題１、令和６年度及び第５期中長期目標終了時に見込まれる国

立研究開発法人情報通信研究機構の業務実績評価の方針について、事務局より説明をお願

いいたします。 

【平野補佐】  ありがとうございます。事務局でございます。それでは、資料情部４９－

１を用いて御説明をさせていただきます。こちら、令和６年度及び第５期中長期目標期間終
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了時に見込まれる国立研究開発法人情報通信研究機構の業務実績評価の方針でございます。 

 本方針は、タイトルのとおり、令和６年度の年度評価及び第５期中長期目標期間の評価の

２点を実施していくための方針を定めるものでございます。 

 まず、基本的な考え方でございますけれども、評価は、「独立行政表示法人の評価に関す

る指針」、こちらは総務大臣決定として、令和６年１１月２６日に改定されているものでご

ざいますけれども、こちらに基づきまして実施することになります。 

 （２）として、評価に当たっては、「研究開発成果の最大化」と「適正、効果的かつ効率

的な業務運営」の両立の実現につながるよう留意することとされています。 

 ここで「研究開発成果の最大化」というのは、研究開発成果の創出を国全体として「最大

化」することであって、直接的な成果のみならず、使命、業務等に応じて、革新的技術シー

ズを事業化へつなぐ応用研究や成果の実用化などの橋渡し、ベンチャー等の育成と活用促

進、人材の養成、多様な人材の活用促進並びに技術的支援、他機関との連携・協力を通じて、

大学、民間事業者等他機関の研究開発成果も含めた我が国全体としての研究開発成果を最

大化することとこちらの指針において定められておりますので、こういったことにも留意

しながら評価を行っていただくことを想定しております。 

 （３）でございますけれども、年度評価においては、中長期目標の着実な達成を確保する

上で支障となる業務運営上の課題の的確な抽出が重要であるとしております。 

 ここまでが基本的な考え方でございます。 

 次に、２、評価の方法でございます。 

 （１）、機構の評価につきましては、次の評定を行うことによるというところで、項目別

評定と総合評定という２つに分けております。まず、項目別評定のところにつきましては、

中長期目標に設定した項目を評価単位として評価していく、総合評定については、項目別評

定を基礎とし法人全体を評価していくと大きく２点に分けられております。 

 こちらの（２）でございますけれども、評価の手法は、自己評価書等、機構から提出され

た資料の確認、分析等及びヒアリング等による情報収集等によって評価を行っていただく

形になってございます。 

 評価の視点は、（ア）から（ウ）までの３点ございます。 

 まず（ア）でございますけれども、目標の策定時に設定した評価軸を基本とすることとし

ております。こちらは、全体の５ページにに国立研究開発法人情報通信研究機構の評価軸と

いうものを定めておりまして、こちらに項目、評価軸、指標とございますけれども、基本的
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には中長期目標で定めたものをこういった指標として落とし込んでいるという形のフォー

マットになってございます。 

 元のページにお戻りください。２ページ目でございます。（イ）のところが一番上段にご

ざいますけれども、定性的・定量的な観点の双方を勘案すること、（ウ）として、評価指標

とモニタリング指標を切り分けることとしております。 

 次に、②、研究開発以外の事務及び事業でございますけれども、年度計画に対する進捗状

況を基本としつつ、中長期目標の達成に資するものであることも勘案していくという評価

軸になってございます。 

 次に、３、項目別評定でございます。評定区分としては５段階、ＳからＤまでという形の

評価とさせていただければと思っております。 

 研究開発成果に係る事務及び事業の評定区分のところにつきましては、例えばＳであれ

ば、特に顕著な成果が得られたもの、Ａであれば、顕著な成果が得られたものといった形で、

ＳからＤまでという評価を実施していただくことになります。 

 一方で、研究開発に係る事務及び事業以外の評定区分として、定量評価ができるものにつ

きましては、Ｓ評価については、定量的指標では計画値が１２０％以上といった定量的数値、

Ａであれば、１２０％以上で、かつという形で評定区分が定められているという形になって

おります。 

 （２）でございますけれども、項目別評定の留意事項でございます。後ほどフォーマット

についても御説明いたしますけれども、特にＡ以上の場合は、理由等を分かりやすく記載い

ただくことを想定しております。また、業務運営の改善に資する助言等についても付言いた

だくことや、質的・量的といったところの観点から総合的に評価いただくこと、また評価軸

に関して必要に応じて重みづけをしていくことということが全体の評価の方向性でござい

ます。 

 続きまして、３ページ目でございます。（３）に入りまして、評価項目及び各評価項目の

担当委員等でございます。こちらは、まず３ページの中段に記載されておりますけれども、

黒丸部分、ナンバー１の１、２、３、４、５から分野横断のＢｅｙｏｎｄ ５Ｇの推進まで

の６点につきましては、重点化対象項目とされております。 

 その上で、全体の９ページに移っていただければと思います。こちらは別添１という形に

なってございますけれども、担当委員割を書かせていただいております。こういった担当委

員にそれぞれの項目別にヒアリング等を行っていただくというところで、こちらのページ
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から次の１０ページ目まで、２枚にわたりまして担当を記載させていただいております。 

 それでは、全体の３ページ目までお戻りください。次に、評価調書フォーマットでござい

ます。こちらも、また飛びまして、全体の１１ページ目になります。こちら別添２というと

ころで評価フォーマットという形になっております。こちらは、２つ評価を今回行っていた

だく、つまり年度評価のものと中長期間全体のものでございますけれども、同じフォーマッ

トを用いて評価を行っていただくということは想定しておりまして、フォーマットとして

このような形で例を記載させていただいております。例えば、一番上のところにＳと書かれ

ている中段のところがございますけれども、ＳなりＡなりという評価を書いていただいた

場合は、理由をしっかりと書いていただくという形のフォーマットを想定してございます。 

 それでは、３ページにお戻りください。ここで、４番、総合評定に入ります。項目別評定

を踏まえ、総合的な視点から項目別評定の総括及び全体評定に影響を与える事象について

記述していただくというところと、項目別評定及び記述による全体評定を総合的に勘案し

て、評語による評定を付するということを想定しております。 

 記述による全体評定につきましては、総合的な視点から、次の事項のほか、評価に必要な

事項を記述するとしておりまして、項目別評定の総括とか、全体評定に影響を与える事象、

次の４ページ目に移っていただいて、中長期計画に記載されている事項以外の特筆すべき

業績等がございましたら、こういったことを書いていただくということを想定しておりま

す。 

 また、（２）評語による評定につきましては、３番で御説明したものに同じという形にな

ってございます。 

 最後に５番目、スケジュールでございます。こちらは、全体の資料の一番最後のページで

ございます１３ページ目に今後の国研審及びＮＩＣＴ部会の日程についてお示ししている

ものでございます。 

 本日５月２６日、一番上に記載されております情報通信研究機構部会（第４９回）を開催

させていただいておりますけれども、それに準じまして、先ほど御説明した個別ヒアリング

につきましては６月９日から７月１日にかけて全１０項目のヒアリングを実施いただくこ

とになります。これらについては基本的に全てオンラインで実施を想定しておりますので、

この点を御留意いただければと思っております。 

 そういったところを踏まえまして評価シートを皆様から御提出いただいた後、７月１０

日及び７月２３日の２回に分けて、情報通信研究機構部会の第５０回、第５１回を開いた上
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で、皆様の御意見を突合していって意見聴取を行っていきたいと考えてございます。 

 その上で、８月５日でございますけれども、ここで国研審の親会の第２３回を開かせてい

ただく予定でございます。こちらにつきましては、ＮＩＣＴ部会の内容とＪＡＸＡ部会の内

容の両方を御審議いただくことを想定しておりまして、予備日として８月７日も取らせて

いただいておりますけれども、こちらは時間が押した場合のみの開催を想定してございま

す。 

 こういった流れを経まして審議会の御意見を取りまとめていただきまして、それを踏ま

えて総務省側としては８月下旬頃に主務大臣の評価結果を公表させていただくという流れ

を想定しております。 

 事務局からの御説明は以上でございます。 

【橋本部会長】  ありがとうございました。 

 ただいまの御説明につきまして、御質問、御意見などがございましたらお願いいたします。

いかがでしょうか。 

 よろしいですか。 

 オンラインのほうはいかがでしょうか。大丈夫でしょうか。 

 では、皆様よろしいでしょうか。 

 それでは、本案について特段御意見がないようですので、本評価方針の内容に従い、事務

局において業務実績評価の準備を進めていただきたいと思います。 

 また、委員、専門委員の皆様には、先ほど御説明があったとおり、今後、個別のヒアリン

グに御出席いただき、御意見を御提出いただくことになりますので、何とぞよろしくお願い

いたします。 

（２）令和 6 年度及び第 5 期中長期目標期間終了時に見込まれる国立研究開発

法人情報通信研究機構の業務実績について 

【橋本部会長】  では次に、議題（２）令和６年度及び第５期中長期目標期間終了時に見

込まれる国立研究開発法人情報通信研究機構の業務実績について、ＮＩＣＴ山口理事より

御説明いただきます。山口理事、どうぞよろしくお願いいたします。 

【山口理事】  よろしくお願いいたします。それでは、資料情部４９－２に基づきまして

御説明をさせていただきます。すみません、資料が大部になりますが、なるべく簡潔に御説

明していきたいと思います。 

 それでは、１ページを御覧ください。今後御評価いただく項目別自己評価書の構成をお示
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ししてございます。左端に「調書」とございます。これはNo.１からずっとついてございま

すが、１から５が重点研究開発分野の業績・実績、それから６、７が分野横断的な研究開発、

それから８以降が業務運営の効率化、その他業務実績となってございます。 

 ２ページを御覧ください。ＮＩＣＴの第５期の中長期計画全体像でございます。左の下側

に電磁波、ネットワーク等の重点５分野、それから上段にＡＩ、量子などの戦略４領域を掲

げてございまして、先ほどの構成のうちの調書１から５がこの左の部分でございます。それ

から右側が分野横断的な業務ということで、公募研究プログラムなどのＢｅｙｏｎｄ ５

Ｇの推進ほか、オープンイノベーションの関係、それから機構法に基づく定常業務、それか

ら一番下のところの業務運営に関する事項、これが調書６から１０の関係になってござい

ます。以降、調書１から１０の主な業績をかいつまんで御説明をさせていただきますが、令

和６年度実績と、それから前中期期間の見込みを併せて御説明いたしますので、令和６年度

実績については資料に黄色のハッチングをさせていただいてございます。 

 それでは、３ページを御覧ください。リモートセンシング技術の関係でございます。こち

らは、大気や地表の状況を電磁波でセンシングすることで防災・減災に貢献するような研究

開発の推進をしてございます。 

 ①のところでございますが、航空機搭載合成開口レーダー（ＳＡＲ）でございます。これ

は、曇りや雨の日でも雲を透過して地表面を撮像できまして、現在１５センチの高分解能を

可能としたＰｉ－ＳＡＲ Ｘ３というものを持ってございますが、こちらで昨年は１月能

登半島地震において観測も行ってございまして、文科省の能登半島地震チームにデータを

即日に提供するなど、緊急事態にも対応できる研究成果であることをお示ししてございま

す。それから、令和６年度には内閣府（防災）が取りまとめた緊急火山観測スキームにのっ

とって、気象庁常時観測火山の５０山の撮影も完了しているというところでございます。 

 また、②のところでございますが、ＮＩＣＴがライダーで水蒸気観測が可能なことを原理

実証したマルチパラメータ・差分吸収ライダー（ＭＰ－ＤＩＡＬ）というものがございまし

て、これは令和６年度にコンポーネント開発や改良を進めまして、水蒸気や風の同時観測を

沖縄で実証してございます。図にも添付してございますが、商品化も目指した高精度なモデ

ルや小型安定化モデルの開発まで至ってございます。 

 それから④のところでございますが、昨年５月に、１０年かけて開発しましたＣＰＲ（雲

レーダー）を搭載したEarthＣＡＲＥ衛星の打ち上げに成功してございます。これの外部校

正とか、地上処理アルゴリズムの改良を経まして、ＣＰＲのＬ１データと言われているセン
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サーデータとかＬ２データという雲分布等の物理データを一般公開してございまして、能

動型レーダー校正器を用いた実験では、ＣＰＲの送信を安定した精度で測定することにも

成功してございます。 

 それから４ページをお願いします。これは宇宙環境技術の関係でございます。 

 ①のところでございますが、ＧＰＳ精度の低下や電波障害の原因となるようなプラズマ

バブルについて、令和６年度、ＡＩ解析や擾乱指数の導出によって、発生状況を自動検出し、

予測情報とともに可視化するシステムを開発し、公開してございます。 

 ②のところでございますが、ひまわり１０号に搭載される宇宙環境センサーのエンジニ

アリングモデルの開発を令和６年度に完了してございます。このセンサーは、日本上空の宇

宙環境をモニタリングするためにひまわり１０号機に搭載するもので、宇宙天気予報のさ

らなる精度向上に貢献していくものでございます。 

 それから⑥のところでございますが、令和６年５月と１０月に発生した大規模太陽フレ

アの対応など、太陽活動の活発化に伴い、令和６年度から全てのＸクラス以上の太陽フレア

発生時に２４時間体制でその状況を確認して、社会的な影響が大きい大規模なものは、ウェ

ブあるいは記者発表、関係府省への周知を実施しているところでございます。 

 それから５ページをお願いします。電磁環境技術の関係でございます。 

 まず、国際標準化の活動について、①のところでございますが、機構が検討した電磁雑音

許容値設定モデルというものをＩＥＣの特別委員会であるＣＩＳＰＲに提案して標準化を

成立させてございます。また、令和６年度は、５Ｇシステムを保護するための４０ギガヘル

ツまでの雑音許容値を導出して、国際規格原案への反映を確定してございます。 

 ③のところでございますが、実運用の５Ｇ基地局の電波暴露レベルについても定量的に

評価し、５Ｇ基地局からの電波暴露が従来の携帯電話システムからの電波暴露レベルの同

等以下であることを明らかにしてございます。 

 ⑤のところでございますが、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇでは１００ギガヘルツを超える高い周

波数帯の通信が想定される中、このような高い周波数帯に対応した国家標準機器が存在し

ないため、ＮＩＣＴが電力計比較システムを世界に先駆けて構築してございまして、３３０

ギガヘルツを超える周波数の特定実験試験局の特例措置に対応するための確認サービスを

段階的に開始してございます。これにより国内の周波数帯無線システムの開発に貢献して

いるところでございます。 

 ６ページを御覧ください。時空標準技術の関係でございます。 
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 ①のとおり、従来のセシウム原子時計の精度を１,０００倍向上させる光格子時計を定常

運用してございまして、世界で初めて光格子時計を国家標準時生成に利用し、日本標準時の

精度を大幅に向上してございます。 

 それから②のところでございますが、小型原子時計の要素部品と性能評価装置を開発・商

品化してございます。 

 また、④のところでございますが、小型原子時計を多数ネットワークに配置したクラスタ

クロックのアルゴリズムを確立してございまして、原子時計単独動作より最大１桁以上の

安定度が改善することを実機で実証してございます。 

 それから③のところでございますが、機構が開発したＷｉ－Ｗｉという近距離無線双方

向時刻比較技術において、データセンター内の時刻同期への活用等の応用先を開拓してご

ざいまして、当該技術を３社に技術移転するなど、社会実装に向けた民間企業との連携も促

進してございます。 

 それから、７ページを御覧ください。ホログラムプリント技術、ＨＯＰＴＥＣの関係でご

ざいます。ホログラムは、光の振る舞いを計算機で計算して、その振る舞いを記録して再現

することで３次元の立体図を浮かび上がらせるということができるものでございまして、

ホログラムプリンターはそのホログラムを簡易にプリントする技術でございまして、機構

では、これの波面補償技術を向上させて性能を上げておりまして、現在、国内の自動車部品

メーカーと共同研究を加速してございまして、ヘッドアップディスプレイ等で社会実装も

促進しているというところでございます。 

 また、②のとおり、空間光通信の主に受光部において、大気揺らぎに起因する受信光強度・

位相揺らぎを補償する機構をホログラム素子で代替してございまして、小型化する設計も

開始し、令和６年度には国内通信機器メーカーとの連携を強化し、社会実装面を促進してご

ざいます。 

 ８ページを御覧ください。以降はネットワークの関係でございますが、高度化するＢｅｙ

ｏｎｄ ５Ｇのネットワークにおいては、大容量で超多数デバイスのデータ、それから低遅

延データなどの利用状況や障害発生状況は時々刻々変化しますので、これに対する高度な

制御が必要になってございます。 

 この関係で、①の研究成果のところは、通信事業者と連携してモバイルコアネットワーク

の障害検知ＡＩをテストベッド上に構築して、障害の予兆検知をしてサービスを自動制御

する実証を実施してございます。特定環境においては、完全自立オペレーションが可能な自
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動化レベルは５段階中の４を示しておりまして、ＩＥＥＥやＩＥＴＦの共催のネットワー

ク運用管理のシンポジウムにも投稿してございます。 

 また、②のところでございますが、コンテンツＩＤでネットワークを効率的に制御します

情報特性指向型の通信技術に関しまして、令和６年度、高速で安全なネットワーク内のスト

レージを実現するため、非集中型のストレージネットワーク構成技術をＩＥＥＥの関連会

議に提案し、採択されてございます。 

 ９ページを御覧ください。次世代のワイヤレス技術の関係でございます。 

 ①のとおり、製造現場において複数の無線システムが過密に混在した環境下でも安定し

て通信を実現できるための機構シーズの協調制御技術でございまして、これはＳＲＦ無線

プラットフォームと呼んでございます。これについて、ＮＩＣＴがＦＦＰＡという標準化ア

ライアンスの事務局も務めてございまして、規格化と普及促進活動を推進してございます。

令和６年度は、累積で４種類１５製品がこのＦＦＰＡの認証プログラムに合格するなど、着

実な社会実装を推進してございます。 

 また、④のとおり、令和６年度、ＬＴＥ圏外の山岳地域等でのドローンを中継局として利

用する通信実証を多数実施してございまして、技術的に安定通信を確保しつつ、ドローン用

電波の効率的な運用に貢献しているところでございます。 

 また、③のとおり、令和６年度はＨＡＰＳを模擬した小型飛行機から３８ギガヘルツ帯で

５Ｇ方式のバックホール回線実証を世界初で成功してございます。このように、Ｂｅｙｏｎ

ｄ ５Ｇのモバイル技術の進展にも貢献しているところでございます。 

 １０ページを御覧ください。フォトニックネットワークの関係でございます。Ｂｅｙｏｎ

ｄ ５Ｇ時代、増加し続ける通信トラフィックに対応するためには、光ファイバのマルチコ

ア技術、マルチモード技術あるいは光増幅器、光交換器の性能高度化を図る必要がございま

す。 

 このため、③のところでございますが、これまでＮＩＣＴが主導してきた委託研究の成果

として、受託企業の光ファイバ製造事業者がマルチコア光ファイバの量産販売を開始する

に至ってございます。また、グローバルプラットフォーマーが海底ケーブルとして受注する

など、この分野の社会実装が進展してきているというところでございます。 

 また、科学的意義という意味では、①のとおり、マルチコア・マルチモード光ファイバに

よる空間・波長領域を活用した伝送システムを開発して、伝送容量の世界記録を更新すると

いうことを続けてございます。この分野では世界トップクラスの研究成果を上げ続けてい
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るというところでございます。 

 １１ページを御覧ください。光・電波融合アクセス基盤技術の関係でございます。Ｂｅｙ

ｏｎｄ ５Ｇのネットワークにおいては光と電波の信号帯域を融合して利用する必要がご

ざいます。そのため、光と電波の周波数帯域を高精度に相互変換する光・電波融合アクセス

技術の開発が必要となってございます。 

 ①のとおり、光信号をミリ波変換可能な超高密度なシリコンフォトニクスの集積回路を

実装してございます。 

 また、②のところでございますが、ＲｏＦと言われているRadio over Fiber技術を拡張し

て、ミリ波、テラヘルツ波、光信号の多段接続技術を世界初で実証するとともに、令和６年

度は１７２ギガヘルツ、２００ギガヘルツ帯のＲｏＦを構築して、おのおので８０ギガｂｐ

ｓ、１００ギガｂｐｓの伝送を達成してございます。 

 １２ページを御覧ください。宇宙通信技術の関係でございます。Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇは、

衛星やＨＡＰＳを使ってどこでもつながる超カバレッジというものが特徴になってまいり

ますが、ＮＩＣＴでは、地上から宇宙までシームレスにつなぐ高度な通信ネットワークの実

現に向けて、衛星ネットワークの基盤技術や大容量光通信技術の研究開発に取り組んでご

ざいます。 

 代表的な成果例としては、②のところでございますが、航空機や空飛ぶクルマなどに搭載

する小型の平面アンテナがございます。従来の平面アンテナは、放熱の構造を造るためにア

ンテナが大型化するということで、航空機への搭載が難しかったんですが、ＮＩＣＴでは、

排熱機構に新複合材料を用いることと、排熱構造も最適化し、小型化を実現し、令和６年度

はさらなる軽量化を実現しています。 

 また、①のところでございますが、令和６年度、ＨＡＰＳを模擬した小型航空機と地上間

の３８ギガヘルツ帯を用いた５Ｇ方式の通信も世界初で実証してございます。 

 １３ページを御覧ください。テラヘルツ波のＩＣＴプラットフォーム技術の関係でござ

います。テラヘルツ技術としましては、①にあるとおり、テラヘルツ送受信評価基盤として、

テラヘルツ波－光のブリッジシステムを構築して、３５５ギガヘルツのテラヘルツ波を用

いて６０ギガｂｐｓの高速データ通信を実現してございます。 

 また、④のところでございますが、ＩＥＥＥ８０２.１５.３準拠のテラヘルツ波－ミリ波

のハイブリッド無線通信システムを構築し、実動画の転送などに成功してございます。 

 １４ページを御覧ください。タフフィジカル空間レジリエントＩＣＴ基盤技術の関係で



 -12- 

ございます。レジリエント社会の構築に貢献するレジリエントＩＣＴ基盤としては、まず②

のところでございますが、国際標準化で、災害時でも柔軟に通信エリアを拡大できる低遅延

の非再生中継方式のレピータや、分散局間の協調無線技術が３ＧＰＰに入力をしてござい

まして、標準仕様として反映されてございます。 

 それから、④のところでございますが、クラウド回線途絶時でもデータの同期可能な可搬

型のエッジクラウド技術を実装したものを我々はＸ－ＩＣＳと呼んでいますが、これを令

和６年度に開発し、災害時の標準システム採用に向け、自衛隊等が参加する大規模訓練でも

利用・検証してございます。 

 １５ページを御覧ください。サイバーセキュリティ技術の関係でございます。 

 ①のとおり、令和６年度は、スキャンバックなどの能動的な観測手法から得られる情報を

活用して、感染ＩｏＴの機器を特定可能なシステムを開発・運用してございます。そして、

新規脆弱性の公表と企業への通知を実施してございます。 

 また、②のところでございますが、標的型のサイバー攻撃の攻撃者を特定するための攻撃

誘引基盤となる次世代型のＳＴＡＲＤＵＳＴの新規解析機能の開発。 

 あるいは、③のところでございますが、セキュリティの異種情報間のオーダー分析を可能

とするＣＵＲＥと呼んでいるものから、自組織の関連攻撃情報を抽出・通知するＣＵＲＥ

Watcherというものを開発してございます。また、国内産学官が参加するＣＹＮＥＸアライ

アンスを通じたこれらの基盤の外部利用を促進し、我が国のサイバーセキュリティ機能の

向上に貢献しているところでございます。 

 １６ページを御覧ください。暗号技術の関係でございます。ＮＩＣＴの暗号技術は、安全

なデータ利活用技術と量子コンピュータ時代に向けた暗号技術の安全性評価の２点から構

成されてございまして、安全なデータ利活用については、①のとおり、プライバシー保護連

合学習技術DeepProtectというものを金融分野に適用していまして、複数の金融機関と連携

した不正利用検知の実証実験を実施してございます。その結果、各金融機関の個別学習モデ

ルでは検知できなかった不正取引を検知可能なことも確認してございます。 

 それから、量子コンピュータ時代に向けた暗号技術の安全性評価について、③のところで

ございますが、格子暗号の安全性評価に使用されるアルゴリズムについて、厳密な計算量評

価を行ってございます。 

 また、④のところで、推奨暗号リストであるＣＲＹＰＴＲＥＣ暗号技術ガイドラインに耐

量子計算機暗号を加えた２０２４年度版も策定しているというところでございます。 
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 １７ページを御覧ください。サイバーセキュリティに関する演習の関係でございます。機

構では、国の機関や地方公共団体の職員向けに、サイバー攻撃への対処能力をつけてもらう

実践的な演習プログラムであるＣＹＤＥＲを提供してございます。 

 ①のＣＹＤＥＲについて、令和６年度は、受講者数は過去最高の４,２００名、累計受講

者数は２万７,０００人を超えて、我が国のセキュリティ能力の底上げに貢献しているとい

うところでございます。 

 また、②のとおり、大阪・関西万博の関係者向けのサイバー防御演習も実施してございま

す。 

 ③のプロフェッショナル向けの演習、これはＲＰＣＩと呼んでいますが、情報処理安全確

保支援士に必要なスキルが身につくコンテンツを提供して、集合演習も実施してございま

す。 

 また、④の若手人材育成に向けては、１年を通したセキュリティイノベーター育成プログ

ラムであるＳｅｃＨａｃｋ３６５というものを継続し、また令和６年度は社会実装を重視

した指導を行う社会実装ゼミの実施や、修了生をアシスタントに登用するなどの修了生の

運営参画なども強化してございます。 

 それから、１８ページを御覧ください。サイバーセキュリティ産学官連携拠点形成の関係

でございます。サイバー攻撃のデータを大規模に収集し、サイバー情報を蓄積・解析する環

境を整備してございまして、人材育成の知見も生かしてサイバーセキュリティ産学官の結

節点となる産学官連携拠点ＣＹＮＥＸをＮＩＣＴに設置してございます。こちらに記載し

た４つのサブプロジェクトを実施して、参加組織数は各枠の右上の赤字で示したとおりで

ございます。参加組織は令和６年度末時点で９２組織まで拡大して活動をしているところ

でございます。 

 それから、１９ページを御覧ください。こちらのパスポート設定時に不備のあるＩｏＴ機

器の調査をしているような関係でございます。ＮＩＣＴと総務省、国内ＩＳＰの８４社が連

携しまして、国内の脆弱なＩｏＴ機器の調査を実施してございまして、脆弱なものが見つか

れば、ＩＳＰに通知して、ＩＳＰ経由でユーザーに注意喚起するというプロジェクトを実施

しているというものでございます。 

 ①のとおり、令和６年度は延べ１４万１２６件を注意喚起対象としてＩＳＰに通知して

おります。 

 また、④のとおり、令和６年度はファームウェア脆弱性に対応して新たな調査環境を構築
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して、ポートスキャンやバナー収集等から機種特定ができた機器の情報と独自の脆弱性デ

ータベースとを照合して、合致したものに通知を行う脆弱性調査方式を確立してございま

す。 

 次に、２０ページでございます。多言語コミュニケーション技術の関係になります。総務

省が策定しました「グローバルコミュニケーション計画２０２５」では、ビジネスや国際会

議の場面でも利用可能な実用レベルの自動同時通訳技術の研究開発を行って、２０２５年

に大阪・関西万博での社会実装が目標に掲げられているところでございます。 

 このため、①のとおり、ＣｏｎｖＮｅＸｔという画像識別に用いられる軽量・高速な手法

を新たに用いて音声合成の高速化を図るとともに、チャンクという文より短い翻訳単位で

深層学習させることで、多言語で低遅延の自動同時通訳技術を行うことを可能としてござ

います。これを活用した商用サービスが令和６年度に開始されており、大阪・関西万博でも、

凸版社さんなんですが、システムで活用してございます。 

 また、⑥のＬＬＭ技術の進展に伴い、日、英で約７億パラメータの大規模音声認識モデル

を構築し、従来方式を組み合わせることで入力制限のないストリーミング処理可能な音声

認識エンジンを開発して、総務省委託研究開発の各社に評価用としても提供して、音声認識

技術の発展に貢献しているところでございます。 

 ２１ページを御覧ください。社会知コミュニケーション、ＡＩの関係でございます。ＮＩ

ＣＴは、高速・高度な深層学習を用いてインターネット上の膨大な数のウェブページの情報

の知識を集めて融合して、根拠の情報とともに提供可能な大規模ウェブ情報分析システム

ＷＩＳＤＯＭ Ｘというものを開発してまいりました。 

 この知見を生かしまして、③のところでございますが、令和６年度、日本語特化型として

世界最大規模の３,１１０億パラメータのモデルなど、パラメータ数、学習データ量などの

異なる６０以上の独自の大規模言語モデルＬＬＭを構築し、加えてこれらのＬＬＭを評価

する独自ベンチマークセットも構築して、性能評価体制も整備してございます。 

 また、②のところでございますが、民間企業等のＬＬＭ開発を促進する観点から、学習デ

ータの増強にも取り組んでおりまして、これまでに蓄積した６６０億のウェブページから

世界最大規模の２２.９テラバイトの日本語事前学習データを整備し、提供を開始してござ

います。 

 さらに、①のところでございますが、パラメータ数や、学習データの異なるＬＬＭに限ら

ず、多様なＡＩを並列、非同期にて動作させ、容易に組み合わせ可能なソフトウェアプラッ
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トフォームＷＩＳＤＯＭ－ＬＬＭを開発してございます。このプラットフォームを活用し

まして、ＷＩＳＤＯＭ Ｘと独自開発した多数のＬＬＭを連携させ、誤情報・ハルシネーシ

ョン解決につながる生成テキスト情報の裏取り機能や根拠ある反論生成機能などを実装し

ているところでございます。 

 ２２ページを御覧ください。スマートデータ利活用基盤技術の関係でございます。ＮＩＣ

Ｔでは、実世界の様々な分野のセンシングデータを収集し分析し、分野横断的な相関を発見

し学習することで将来のリスク予測をしたり、最適な行動支援を行うことで社会課題を解

決するデータ連携分析技術の研究開発を行ってございます。 

 この関係で、例えば①のところでございますが、マルチモーダルＡＩモデルを効率的に生

成する基盤モデルを開発してございまして、これを用いて複数データを連携させ、運転リス

ク予測、DriveCoachシステム、画像の不正キャプション検出などに応用して、高い評価を得

てございます。 

 また、②のとおり、オフロード分散機械学習を最適化し、ネットワークや計算能力の差異

を軽減可能とするＡＯＰというAdaptive Offloading Point技術も開発して、数百台規模の

エッジ環境での性能向上を実証し、ＩＥＥＥの最優秀論文賞にもノミネートされていると

いうところでございます。 

 ２３ページをお願いします。フロンティアＩＣＴ基盤技術の関係でございます。ここでは、

次世代のブレークスルーにつながる新たな材料・構造・機能を創出するための基盤技術の研

究開発を推進してございます。 

 ①の超伝導光子検出器では、量子暗号通信や量子計算技術に使われる重要なデバイスに

なってございますが、光子検出器はナノストリップ構造で作るのが一般的ということなん

ですが、高度なナノ加工が必要なため、生産性やコスト面の課題もあって、ＮＩＣＴではナ

ノ加工を必要としないストリップ幅２００倍のワイドスリップ光子検出器を世界で初めて

実現してございます。コスト面や生産性の課題を克服するブレークスルーの道筋を開いて

いるというところでございます。 

 それから③のところでございますが、ＮＩＣＴが開発した高品質な超伝導チタンナイト

ライドの薄膜が理研の国産量子コンピュータ１号機に導入されてございます。国産量子コ

ンピュータのキーデバイスとして位置づけられているところでございます。 

 それから⑦のところでございますが、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇの基地局、モバイルフロントホ

ールに使われる無線光偏重素子として不可欠なＥＯポリマーの光変調器を量産可能なデバ
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イス構造で開発してございます。令和６年度は、量産可能なＥＯポリマーによるテラヘルツ

光信号の直接変換器を用いたアナログＲｏＦで、世界最高周波数の１５０ギガヘルツにお

いて１０ギガｂｐｓの無線伝送を実証してございます。Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ時代の光ファ

イバにテラヘルツ波を直接載せるテラヘルツオーバーファイバの基盤技術を確立している

ところでございます。 

 ２４ページを御覧ください。先端ＩＣＴデバイス基盤技術の関係でございます。 

 ①にお示ししました酸化ガリウム半導体デバイスは、低コストで高性能なパワーデバイ

スの実現につながる可能性のある技術でございまして、ＮＩＣＴが研究開発をリードする

領域です。縦型構造のフィントランジスタを試作しまして、世界最高レベルのデバイスオン

特性を実現したことを確認してございます。対外的にも高い評価を得ているというもので

ございます。 

 ③のところでございます。深紫外光ＩＣＴデバイスの関係ですが、ＮＩＣＴでは世界トッ

プレベルの高出力をこの深紫外光ＩＣＴデバイスで実現しておりますが、光の配光角の制

御も実現してございまして、この配光角を制御することで、光の取出効率を１.５倍に向上

しながら、人体のリスクを低減し、必要な空間にのみ深紫外光を照射できるようにしてござ

います。 

 令和６年度は、⑥のところでございますハイパワー深紫外ＬＥＤの長寿命化を達成して

ございます。 

 また、⑧のところでは、波長２６５ナノメートル帯の高強度で高効率の深紫外ＬＥＤを搭

載した空気殺菌用のモジュールというものを開発し、これは運行中の鉄道車両でも実証し

ているところでございます。 

 ２５ページを御覧ください。量子情報通信基盤の関係でございます。 

 ①のところでございますが、量子鍵配送、ＱＫＤのネットワークと秘密分散等のセキュア

ネットワークコーディング技術を融合させることで、情報理論的に安全な長距離データ中

継方式を可能とするなど、量子セキュアクラウドの高機能化を実施してございます。 

 ②のところでございますが、国際宇宙ステーション（ＩＳＳ）と可搬地上局との間で、物

理レイヤ暗号による秘密鍵共有実験に成功してございます。１年以上にわたりこれが正常

動作することも確認してございます。衛星搭載の鍵管理開発では、地上のＱＫＤと同一方式

を採用して、ＱＫＤの拡張につながる技術の基礎検証にも成功しているところでございま

す。 
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 ２６ページを御覧ください。脳情報通信技術の関係でございます。脳情報通信技術では、

人工脳モデルを構築することで、人間の究極のコミュニケーションを実現したり、人間の潜

在能力を発揮できるようなＩＣＴの技術開発を目指しており、そのために必要な人間の認

知・感覚・運動に関する脳活動を高度に計測し、解析しているというところでございます。 

 社会実装に近い成果としましては、令和６年度は、⑪のところでございますが、視知覚特

性を活用した車酔い要因評価技術を自動車メーカーと共同研究し、「酔い評価システム・方

法」の特許を共同出願するとともに、実車両環境での試験を開始しているところでございま

す。 

 また、⑫のところで、対称的な意味情報の脳内における発生場所と特性を定量的に調べる

符号化モデルの研究を通じて、対称的な意味情報が極めて非対称な場所に現れることを解

明して、関連誌に発表してございます。この成果は、ＮＴＴデータ様が広告のマーケティン

グの公開ソフトで商用化している人工脳基盤に実装しているというところでございます。 

 ２７ページを御覧ください。Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇの推進の関係でございます。Ｂｅｙｏｎ

ｄ ５Ｇの推進のための研究戦略、外部との連携、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ基金による公募プロ

グラムについて、２７ページ以降、説明をしてまいります。 

 まず、このページの①のところでございます。Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇのアーキテクチャに関

しましては、地上系・非地上系ネットワークを統合制御したり、異業種間デジタルツイン連

携を実現するＢｅｙｏｎｄ ５Ｇアーキテクチャの基盤要素とも言えますオーケストレー

タ機能のＰｏＣを開発し、海外を含む外部発信に取り組んでございます。 

 それから②のところでございますが、多様なステークホルダーとの接点として、ゼログラ

ビティイベントというものを継続してございまして、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇのユーザー業界

から新しいアイデア、気づきを取り入れつつ、他の産業にＢｅｙｏｎｄ ５Ｇの可能性を認

識していただき、機構の研究者が自らの研究テーマの価値を再認識したり、フィールド実証

につなげる機会をつくっているところでございます。 

 ２８ページを御覧ください。具体の外部連携や情報発信の関係になりますが、①のところ

でございますが、先行的な取組を進めてございますドイツと共同研究スキームを創設して

ございまして、６件のプロジェクトを推進し、日独研究者のコミュニティーを１００名規模

に成長させてございます。これに加えて、令和６年度は、米国やフィンランドとの共同研究、

フランスのＩｎｒｉａ、ＣＮＲＳ、シンガポール工科デザイン大学、米国のノースイースタ

ン大学などとワークショップやＭｏＵを開始し、国際連携を強力に加速してございます。 
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 また、令和６年度は、②のところでございますが、ＭＷＣにＮＩＣＴ独自出展するなど、

情報発信を強化するとともに、③のところでございますが、研究成果の集積が可能なリビン

グラボとして、Ｂｅｙｏｎｄ ５ＧサービスＰｏＣのショールーム等として機能する国際

的なイノベーション拠点の構築に向けた取組を開始しているところでございます。 

 ２９ページを御覧ください。公募型研究開発プログラムの関係でございます。 

 まず、上段のところでございますが、これは時限つきであった旧事業の関係でございまし

て、①のとおりでございますが、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇの要素技術の開発を目的として令和２

年度より開始されたこの促進事業では、令和４年度末にステージゲート評価を実施して、そ

れから継続評価が行われてございます。７５プロジェクト中７２プロジェクト、比率でいう

と９６％がＳまたはＡという高い評価を得たというものでございます。 

 また、この旧事業の具体的な成果としては、下図の左に例を示してございますが、我が国

が強みを持つ光通信技術をさらに強化するもの、あるいは無線チップのような現状日本が

劣勢にある技術に研究投資を行い強化したもの、それからＢｅｙｏｎｄ ５Ｇに特徴的な

超カバレッジを実現するＮＴＮなどがございました。 

 それから、次の３０ページでございますが、新事業の関係をこちらで御説明したいと思い

ます。 

 新規事業では、②のところでございますが、社会実装と海外展開を目指す研究開発を支援

強化の中核ミッションと定めまして、情報通信審議会の技術戦略に基づきまして、我が国が

強みを有する技術分野であるオール光とかＮＴＮ、それから仮想化やネットワークオーケ

ストレーションの分野を中心に、助成により大規模予算で支援するプログラムを新しく創

設して運用してございます。 

 社会実装の開始時期を前倒しすることを趣旨として、③のところでございますが、技術成

熟度（ＴＲＬ）の高い技術に数百億円規模の支援を早期に開始すべく、これは非常に短期間

でございましたが、半年程度の準備期間で機構の体制強化と規程の整備、新たな公募プロセ

スの構築などの必要書類を用意して対応したところでございます。 

 次の３１ページの⑧のところで、令和６年度にステージゲート評価に至ったもの、これは

１１のプロジェクトがこの大規模助成事業のステージ評価に至ってございますが、このう

ち１０プロジェクトが高い評価を得て、研究を引き続き推進しているというところでござ

います。 

 すみません、３０ページに戻っていただいて、３０ページの④のところでございます。令



 -19- 

和６年度は、国際的な戦略パートナーとの連携を強化するために国際共同研究プロジェク

トのメニューも追加してございまして、情報通信からＢｅｙｏｎｄ ５Ｇ政策のアップデ

ートの提言が出てございますが、それに基づき、新たに共通的な基盤技術になる研究開発あ

るいは国際標準化活動支援を強化するプログラムも迅速に立ち上げて柔軟に対応している

というところでございます。 

 ３１ページを御覧ください。①のところでございますが、まずこちらはＢｅｙｏｎｄ ５

Ｇ事業の成果最大化の支援体制の関係になるんですけれども、プログラムディレクターの

イニシアティブを設置して、そのイニシアティブの下で進捗管理、必要なコーディネートを

行ってございます。また、受託者間の横連携を促進するグループを技術分野に合わせて設置

してございます。 

 また、②のところで記載してございますが、知財・標準化アドバイザーを用意して、委託

者による特許申請標準化取得に向けたアドバイスをプッシュ型で行ってございまして、積

極的な特許支援申請につなげるなど、研究成果の最大化を図る体制を構築して支援してご

ざいます。 

 次のページをお願いします。３２ページでございます。以降は、オープンイノベーション

の創出に関する取組ということでございます。 

 まず、①のとおり、機構の技術シーズの社会実装を促進するため、機構発技術や大学等の

外部機関の社会実装例の成功要因を分析して、戦略とそれに必要な方策の検討手順を作成

してございます。 

 ３３ページを御覧ください。ＮＩＣＴの社会実装の中心手段は技術移転となりますので、

この点でまず①のとおり、ＮＩＣＴの技術成熟度ＮＩＣＴ ＴＲＬというものを定義いた

しまして、ＴＲＬに応じた支援を実施することを行ってございます。 

 例えば、先ほどネットワークのところで御説明しました、製造現場等で複数無線システム

の協調制御を可能とする機構シーズのＳＲＦという無線プラットフォームは、これはＴＰ

Ｌがかなり高くなっていたため、アライアンスを組成することの支援を行って、成果を民間

とともに比較して、認証スキームまで構築してございまして、結果、複数ベンダーが製造す

る１５製品が認証され、社会実装に貢献しているというものでございます。 

 また、令和６年度は、未来ＩＣＴ研究所の有機ＥＯポリマーの社会実装に向けまして、②

のところでございますが、共創拠点となることを目指して、戦略と方策の検討手順を研究者

と共有しつつ研究者支援を行っているところでございます。 
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 それから、３４ページを御覧ください。こちらは、オープンイノベーション産学連携に貢

献するためのシンクタンク機能の取組を取りまとめたものでございます。特に①の中段の

ところにございますが、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ／６Ｇ、量子情報通信分野についてはホワイト

ペーパーを作成し公開してございまして、またＡＩやサイバーセキュリティ分野について

も独自の動向調査を実施してございます。これらの活動を通じて得られた知見をＩＣＴ俯

瞰報告書として作成・公表してアップデートしているところでございます。 

 ３５ページを御覧ください。令和６年度から開始しているＡＩ関係の推進体制の構築の

関係でございます。 

 ①のところでございますが、令和５年の「広島ＡＩプロセスに関するＧ７首脳声明」に基

づきまして、令和６年７月にＩＣＴ内にＧＰＡＩ東京専門家支援センターを設置してござ

います。ＧＰＡＩというのはGlobal Partnership on AIというものでございまして、こうい

ったセンターを設置してございます。また、こちらでは生成ＡＩの商用化時の安全性を保証

するためのＳＡＦＥプロジェクトというものを展開してございまして、２月のフランスで

のＡＩアクションサミットで最終報告を行ったところでございます。 

 また、④のところでございますが、昨年９月、ＡＩ研究開発ユニットを新たに機構内に設

置してございまして、機構内公募による１４件のフィージビリティスタディも開始して、挑

戦的で萌芽的な研究開発課題の創出や、機構内でのディスカッションを通じた研究所間の

連携強化、それから具体事例の創出を図っているところでございます。 

 ３６ページをお願いします。産学官連携の状況を示す共同研究等の状況でございます。 

 ①のところでございますが、共同研究の実施状況としては、左の下のグラフのとおり、令

和６年度の共同研究の契約件数は６００件と、前年度比で増加で推移してございます。特に

資金受入型共同研究は、令和５年度に研究者のインセンティブ制度を見直したことで、令和

６年度は、件数は微減してございますが、獲得額が増加するなど、一定規模の獲得が継続し

てございます。 

 また、②のところでございますが、東北大学、早稲田大学、九州工業大学とは、１課題当

たり数十万円程度の非常に小規模なマッチング研究支援事業を継続してございまして、同

事業を通じてこれまで約６０件の外部資金の採択にも貢献しているところでございます。

令和６年度は、農学分野とか教育分野との連携も進展して、機構の持つポテンシャルを新た

な視点から活用するコラボレーションフェーズに発展しているところでございます。 

 ３７ページをお願いします。これはまさに社会課題・地域課題解決のプロジェクト例なん
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ですが、①－１のところでございますけれども、社会課題・地域課題解決に向けた委託研究

プロジェクトをやっているんですけれども、このうちの課題２２０の採択案件である観光

施策立案評価システムの位置技術が活用されてサービス化してございまして、これは全国

約３分の１以上の自治体で採用されているというところでございます。 

 また、令和６年度は、農業支援ＡＩの研究開発で開発しました水田の水管理システムが実

証地域の農場だけでなく他県の複数の農場にも展開されているというところでございます。

この委託研究は、公募時に機構の技術シーズを提示してございまして、これらを今回の場合

は７つの技術が受託者に利用されることとなり、機構成果の社会実装の展開に向けたプロ

グラムにも貢献しているところでございます。 

 ３８ページをお願いします。機構の社会課題・地域課題解決に使われるツールの関係にな

りますが、①のところでございます。機構の研究開発成果等を紹介するＮＩＣＴシーズ集を

前中長期から大幅に改版してございます。掲載される技術シーズは、令和３年度４３件から

６４件に拡大してございます。閲覧数も令和３年から令和４年に５.５倍に増加。これによ

り、ＮＤＡ締結に結びつくものも出てきており、産学官連携につながっているところでござ

います。 

 また、産学官連携では、ＮＩＣＴそのものの認知度アップが非常に重要になってまいりま

すので、②のとおり、機構のブランド力向上に向けたブランドステートメントの制作もして

ございまして、国内外の様々なイベントで情報発信してございます。また、機構の研究者や

総合職職員による自らの発信も認知度アップには重要と考えてございまして、ＰＲコンテ

ンツの作成と積極的な情報発信を実施してございます。これらの取組等によって、採用募集

サイトへのアクセス数は令和６年度には前年度より大幅に増加しているところでございま

す。 

 ３９ページをお願いします。機構の技術シーズを活用したベンチャーの創出・支援に係る

取組でございます。 

 令和６年度は、①のところでございますが、伴走型でフェーズに応じた様々な事業化支援

を実施してございまして、このうち音場制御技術をマルチスポット再生技術に応用したス

ピーカーの大阪の海遊館での多言語翻訳実証を実施してございます。技術の適用先を開拓

する協業パートナーの獲得にこういった実証を通じてつなげているところでございます。 

 また、これらの活動を支える研究支援人材の育成にも取り組んでございまして、令和６年

度は、ＮＩＣＴ版リサーチ・アドミニストレーター（ＮＲＡ）の制度確立に向けて、必要な
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スキルやマインドについてアンケート調査を実施するとともに、研究開発推進力強化やプ

ロデュース強化のための要件整理を検討して、その在り方を分析・整理するところまで来て

ございます。 

 ４０ページをお願いします。こちらは、既に企業化したベンチャーへの支援フェーズの取

組でございます。 

 ①の最後のところでございますが、令和６年度は、従来の職員発ベンチャーを中心とした

支援活動から、機構の技術シーズを活用したベンチャーの起業を促進するという視点から、

支援対象ベンチャーの認定制度というものを創設してございます。 

 また、②のところでございますが、ＮＩＣＴ自身が直接出資等を行う体制を関連規程とと

もに整備して、１件の出資を実施してございます。こちらは、ＮＩＣＴからの出資が資金調

達の大きな呼び水効果となったことも確認してございます。 

 ４１ページを御覧ください。こちらは、研究開発ハブの形成の関係ということでございま

して、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇのテストベッドの影響で、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ実現に向けた研究

開発を加速した取組ということでございます。 

 民間企業や大学などの外部ユーザーによるテストベッドのさらなる利用拡大が必要なこ

とから、利用者のヒアリングにしっかり取り組んで、利活用事例も精査するなど、外部ニー

ズをしっかり把握した上で、利用者ニーズに即したテストベッドの機能改良に取り組んで

まいっているところでございます。併せて、利活用促進のプロモーションも強化してござい

ます。これにより、①のところでございますが、累計テストベッドの利用件数は、中長期当

初の７５件から令和６年度末には１９６件に大きく拡大してございます。 

 また、令和６年度は、利用者に期待される連携機能をさらに強化すべく、②のところでご

ざいますが、ネットワークレイヤ、ミドルウェアレイヤ、プラットフォームレイヤの各テス

トベッド機能のサービスを仮想ネットワーク技術へ接続して、テストベッド間連携を可能

とするよう実装と検証を実施してございます。 

 それから、４２ページを御覧ください。続きになりますが、④のところでございますが、

プラットフォームレイヤのテストベッドにおきましては、令和６年度はテストベッド利用

者の要望も大きかった連合学習を用いたデータ分析機能を実装し、動作検証をしてパイロ

ットユーザーに提供開始してございます。 

 また、⑤のところでございますが、量子鍵配送の取組とも連携してございまして、鍵配送

リンクの増設やネットワークの拡充、データ分散保管システム等を整備して、官公庁機関や
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金融分野などの民間企業による試験サービス実証を促進してございます。令和６年度は、理

研の国産量子コンピュータとの接続も実現してございまして、量子イノベーション拠点間

連携も促進しているところでございます。 

 次に４３ページをお願いします。知財の関係でございます。知財につきましては、①のと

おり、今中長期から機構全体で一元管理していた受注体制を見直しまして、必要な経費とと

もに、研究現場が知財動向を把握して活用し、さらにその活用を意識して知財の取得・維持

の要否を主体的に判断できる体制に切り替えてございます。その分、機構全体の知財担当部

署は専門家体制を強化したり、戦略策定や発明創出から権利化、技術移転などの周辺支援に

注力してございます。 

 この結果、左図のとおり、今中長期は、令和３年度からですけれども、機構の特許出願件

数は増加傾向にございまして、技術移転件数はほぼ同程度、収入は、翻訳技術がインバウン

ド需要等の影響を受けて一時減少してございますが、現在は一定レベルを維持していると

いう状況になってございます。 

 それから、４４ページを御覧ください。機構全体の知財戦略でございますが、③のところ

にございますが、共通戦略、技術分野ごとの別の戦略、それからＢｅｙｏｎｄ ５Ｇの横断

的な知財戦略を策定してございます。 

 また、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇの標準必須特許の取得に向けては、⑤のところでございますが、

Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ知財の創造につなげていくインセンティブとしていくために、各研究

所等のＢｅｙｏｎｄ ５Ｇ関連技術の特許出願経費に対して予算支援を行っているという

ところでございます。 

 それから、４５ページを御覧ください。標準化の関係でございます。 

 ①のとおり、国際標準化機関等の会合に、今中長期計画期間中でございますが、毎年延べ

６００人程度が出席して、それから寄与文書も毎年２００件程度提出してございます。 

 ②のとおり、ＩＴＵの議長職を含めて国際標準化会議等の役職等も、２７名の職員が７５

ポストを務めてございまして、我が国のＩＣＴ分野の標準化活動に貢献していると考えて

ございます。 

 ④のところでございますが、若手の機構の職員への標準化会合でのオンサイト支援など

も行ってございまして、専門家人材育成も実施しているところでございます。 

 ４６ページを御覧ください。続きになりますが、⑥のところでございます。Ｂｅｙｏｎｄ 

５Ｇについては、ＩＴＵ－Ｒで最初の標準となるＩＭＴ－２０３０フレームワーク勧告が
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承認されてございます。機構はテラヘルツ、ＮＴＮ、時空間同期という研究技術に基づきま

して数値目標を提案して、ＩＭＴ－２０３０の研究目標として反映されてございまして、こ

れは非常に大きな成果と考えてございます。 

 また、⑨のとおり、令和６年度はＩＴＵ－Ｔにおいて、量子鍵配送ネットワークの構築に

必要となる「認証と認可」、「制御と管理のセキュリティ」等を規定する勧告をこのＱＫＤネ

ットワークの実装技術を基に策定してございまして、日本発技術のグローバル展開にも貢

献しているところでございます。 

 ４７ページを御覧ください。研究開発成果の国際展開の関係でございます。二国間・多国

間のワークショップを開催して、研究交流・連携等を通じて国際共同研究の形成を図ってい

るというものでございますが、①のところでございますが、令和６年度は、台湾の２機関、

フランスの４機関と二国間共同ワークショップを開催しています。また、多国間では、ＡＳ

ＥＡＮ ＩＶＯ Forumを開催して、ＡＳＥＡＮ諸国との連携を強化してございます。 

 ④のところでございますが、機構内にＢｅｙｏｎｄ ５Ｇの連携ファンドを用意しまし

て、令和５年度はドイツ、令和６年度はフランス、シンガポールとのＢｅｙｏｎｄ ５Ｇ分

野の機構自身との共同研究を推進しているところでございます。 

 ４８ページを御覧ください。続きになりますが、⑤のところでございます。ＡＳＥＡＮ 

ＩＶＯの発足から１０年を経過して、発足時は２３機関であったんですけれども、これが９

８機関に拡大し、存在感のあるフレームワークに成長させることができています。 

 北米とは、令和６年度、⑦のところでございますが、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ、サイバーセキ

ュリティ、ＡＩなどの今後の連携や共同研究に向けて、米国ＮＳＦ、ＮＩＳＴ、ＭＩＴＲＥ、

カナダのＣＥＩＭＩＡなどの北米の政府・研究機関との意見交換を精力的に実施している

ところでございます。 

 また、⑥のところでございます。これも先ほど御説明しましたが、国際情報発信の視点か

ら、ＭＷＣ２０２５に独自ブースも出展しているところでございます。 

 ４９ページを御覧ください。国土強靱化の関係でございます。これは、機構に技術シーズ

のある地域分散ネットワークのNerveNetというものに関してでございますが、①のところ

でございます。令和６年度、セキュリティ機能を生かしてＬＧＷＡＮ、地方自治体の総合行

政ネットワークとの接続を実現しているということでございます。 

 また、②のとおり、機構の研究者の支援の下、和歌山県白浜町あるいは宮崎県延岡市では、

平時から活用するフェーズフリーな自治体自営情報基盤として整備されてございまして、
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これは年々拡張して運用されてございます。 

 ③のとおり、これはネパールとかスリランカなどの海外にも整備・運用が展開されており、

海外展開が進展しているところでございます。国内外の国土強靱化にこのように貢献して

いる、大きな成果と考えてございます。 

 それから、５０ページを御覧ください。①のところでございますが、ＳＮＳ情報を収集・

集約するＤＩＳＡＡＮＡ、Ｄ－ＳＵＭＭ技術を応用したＳＯＣＤＡという防災チャットボ

ットの研究開発を行っておりまして、令和３年度にこのＳＯＣＤＡがＬＩＮＥに搭載され

て、ＬＩＮＥ上での対話により避難支援を行うＡＩ防災支援システムが公開されてござい

ます。その後、商用サービスも開始され、令和７年３月には１２０自治体で活用が進んでご

ざいます。 

 また、③のところでございますが、令和６年度は、Ｘ－ＩＣＳという公衆通信途絶下での

クラウド通信を可能とする可搬型の通信基盤システムを開発してございまして、有効性検

証を実施してございます。陸上自衛隊の各地方方面隊が主催する災害訓練、みちのくＡＬＥ

ＲＴや南海レスキュー等で活用されてございます。 

 それから、５１ページを御覧ください。人材育成の関係でございます。 

 まず量子分野は、我が国の科学技術イノベーション戦略の重点分野でありますので、この

分野における研究人材の育成は非常に重要な課題と考えてございます。このため、機構では、

量子ネイティブ人材を育成するプログラムであるＮＱＣ（ＮＩＣＴ Quantum Camp）とい

うものをレベルに応じて実施し、機構外の大学、企業からも講師を招いて、量子ＩＣＴの網

羅的な学習ができるプログラムを提供してございます。 

 それから、令和６年度でございますが、体験型プログラムでは上限５０名の定員に対して

６６名を受け入れまして、特筆すべき成果の一例としては、ＩＰＡの未踏ターゲット事業の

量子コンピュータ関連分野において１２件中４件にＮＱＣ修了生の提案が採用されたとい

うものも出ているところでございます。 

 ５２ページをお願いします。このほか、専門人材の育成強化を目的として、協力研究員、

研修員、招聘専門員の受入れを積極的に行ってございまして、年間６００人規模の人材育成

に継続的に取り組んでいるところでございます。 

 それから、５３ページをお願いします。こちらは研究支援業務・事業振興業務の関係でご

ざいます。 

 ①のところでございますが、海外研究者の招聘事業、国際研究集会開催支援事業などを着
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実に実施しているところでございます。 

 ②のところでございますが、情報通信ベンチャー企業の事業化支援については、地域のＩ

ＣＴスタートアップ発掘イベントの開催、それから選抜された学生ＩＣＴスタートアップ

がビジネスプランを発表する全国コンテスト、これは「起業家甲子園」、「起業家万博」と呼

んでいますが、これを継続してございます。また、これらの出場者の事業化を促進するマッ

チングの視点から、様々なイベントの機会を捉えて、こういった人たちの成果を支援してい

るところでございます。 

 ５４ページを御覧ください。③のところでございますが、信用基金というものを持ってお

りますが、これの出資金の払戻しを完了してございまして、出捐金の清算の法整備も令和５

年度に終えまして、出捐金等の国庫納付も令和６年度に完了してございます。 

 それから、④のところ、情報バリアフリーの助成金制度に基づく事業というものをやって

ございまして、これも確実に継続実施しているところでございます。 

 ５５ページをお願いします。業務運営の効率化の関係でございますが、まず機動的・弾力

的な資源配分につきましては、若手研究者等の育成枠組みとして、新規研究課題のフィージ

ビリティスタディや業務上の課題解決アイデアを機構内の提案募集で試行する「ＴＲＩＡ

Ｌ」というプログラムを継続してございます。令和６年度は、リサーチアシスタントや研修

員向けの応募枠、「Early Career」と我々は呼んでいますが、これを設けて実施しています。 

 また、次期中長期の柱となり得る研究プロジェクトの創出あるいは組織体制の強靱化活

動に向けて、これも機構内提案公募なんですが、「ＮＥＸＴ」というものを継続実施してご

ざいます。 

 それから、調達等の合理化につきましては、入札参加者拡大に向けまして、入札公告前の

事前情報の機構ウェブに「調達情報」という形で掲載を着実に継続しているところでござい

ます。 

 それから、５６ページをお願いします。運営費交付金を充当して行う事業について、一般

管理費及び事業費の合計については１.１％以上の効率化を達成してございます。 

 それから、組織体制の見直しについては、情勢の変化に迅速に対応するため、先ほども御

説明しましたが、令和６年度にＡＩ関連の組織を新設しているところでございます。 

 ５７ページをお願いします。予算の計画と人事の関係ですけれども、予算計画については、

令和６年度は、鹿島宇宙技術センターの一部国庫納付に向け、着実に対応しているというと

ころでございます。 
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 人事につきましては、優秀な若手研究者確保のため、令和７年度採用においては、パーマ

ネント研究職の修士新卒型を設けるとともに、育成支援のために、博士学位取得の経費負担

制度やメンター制度に係る規程類も整備しているところでございます。 

 また、右側上段のとおり、女性を対象とした研究者・研究技術者の公募を令和６年度採用

から開始し、パーマネント研究者・研究技術職の採用に占める女性の割合が令和６年度は４

２％、令和７年度はちょっと下がっていますが、２５％となり、これは令和５年度のこうい

ったものを左右する以前の割合に比べては非常に大幅に増加しているところでございます。 

 また、ダイバーシティの推進に向けて、令和６年度に委員会を設置し、推進に関する基本

方針に合意するとともに、これに基づく必要な環境整備、意識形成のための様々な活動を実

施しているところでございます。 

 ５８ページでございますが、情報発信、情報セキュリティ、コンプライアンスの関係でご

ざいます。 

 情報発信につきましては、「オープンハウス」、「ＣＥＡＴＥＣ」に加え、何度もお話しし

ていますが、「ＭＷＣ２５（バルセロナ）」において機構の最先端の研究開発の展示・情報発

信を実施してございます。 

 また、令和６年度が機構設立２０周年ということもございまして、令和６年度には記念シ

ンポジウムの開催、それから記念誌の発行を通じて、情報発信を精力的に実施してございま

す。 

 コンプライアンスの確保の関係は、右側の３つ目のポツでございますが、内部統制委員会、

それからリスクマネジメント委員会を定期的に開催し、実施状況を確認してございます。 

 研究インテグリティへの対応については、右側の５つ目のポツのところでございますが、

対応する委員会を設置し、開催し、懸念国からの影響を受けることなく、また機構が国際的

な信頼性を伴った形で研究が進められるように対応しているというところでございます。 

 すみません、ちょっと長くなってしまいましたが、私からの御説明は以上でございます。 

【橋本部会長】  ありがとうございました。 

 ただいまの御説明につきまして、御質問、御意見などがございましたらお願いいたします。

いかがでしょうか。 

 では、私のほうから。まず、標準化についてなんですけれども、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ、セ

キュリティ、その他の分野において標準化は非常に重要だなと考えております。それで標準

化の説明が４５ページ、４６ページにあったと思いますが、そのほかに、ここでは、５Ｇと
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セキュリティについて注力して説明していただいているような気がしたんですけれども、

最初のほうで環境技術でも標準化成立というお話もあったと思いますが、これは全体とし

てこのＮＩＣＴでどういった標準化が成果が上がったかとか、そういったことをまとめて

お示しいただいているところというのはありますでしょうか。そういう情報があるといい

なと考えて……。 

【山口理事】  標準化の関係は、標準化アクションプランというものを機構としてはまと

めてありますが、本日の説明資料では成果だけをまとめたものの用意はできていなかった

ですけれども、先ほどの部会長の御指摘のとおり、電磁波の関係でいうと、ＣＩＳＰＲでの

規格ができたとか、あるいは人体暴露の関係の規格にも貢献しているとか、そのほかにもネ

ットワークの関係では、資料にも掲載してございますが、ＩＴＵ、あるいはＩＥＴＦ等でも

標準化を進めてございます。 

 また、量子の関係は、昨今精力的に標準化を進めてございまして、ＮＩＣＴの標準化チー

ムが、ＩＴＵ等で標準化の勧告の作成に非常に貢献しており、これを継続している状況がご

ざいます。 

 すみません、事例でのお答えになってしまいますが、私のご回答は以上でございます。 

【橋本部会長】  ぜひそういうところは、非常に大きな成果だと思いますので、共有いた

だけるといいかなと思います。 

 ほか、いかがでしょうか。村瀬専門委員。 

【村瀬専門委員】  専門委員の村瀬です。本日は全般的なお話ということで、個々の成果

についてはまたヒアリングさせていただくと思うんですけれども、アメリカでトランプ大

統領のいろいろな政治的な変更がありましたが、本格的には令和７年度の研究の中で影響

が出てくるとは思うんですが、令和６年度も年明けぐらいからいろいろなところで、例えば

研究予算を削るとかということがあったと思います。 

 今取り組まれている研究開発の連携プロジェクトで、アメリカと直接というものもあれ

ば、ヨーロッパも含めて、日米欧なり、アジアを含めて連携しているところがあると思いま

すが、そういうところにどんな影響が出そうかというところが見えてきているならば、それ

を教えていただきたいなと思うのと、アメリカ本土のほうも研究予算を大分削られて、研究

者のほうもある意味リストラされているということがありますので、その辺について、例え

ばＮＩＣＴのほうで研究者をアメリカから呼び寄せるようなお考えがもしあれば、聞かせ

ていただきたいと思います。お願いします。 
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【山口理事】  ありがとうございます。 

 まず、トランプ政権の科学技術予算の削減動向に対応する我々の研究プロジェクトへの

影響については、現時点では直接的に影響が出ている状況は承知していないので、まずは令

和７年度に計画しているものは着実に実施していきたいと思っております。 

 一方で、我々も、サイバーセキュリティの関係は、新たにアメリカのＭＩＴＲＥとも連携

していく形で米国関係は強化していきたいと思っておりますので、本当に影響が出ないか

は慎重に把握していきたいとは思っております。 

【安井理事】  では、複数の分野を担当します安井から申し上げますと、現状、トランプ

さんの影響で、直接行っている研究活動あるいは展開活動が直接的な影響を受けている事

実はまだございません。というのは、実際に組んでいる相手はまだそれなりの形でしっかり

と組める状況にありますので。 

 ただ、今後どうなるかといったところは注視が必要です。具体的には、例えばアメリカで

すとＮＯＡとか、そういったサイエンティフィックなところがかなり既にリストラされて

いるということを聞いていますので、そういったところについては、ＩＣＴ以外の全体の、

例えば気象学会のような全体コミュニティーは懸念を示しているという声明文も出したり

しております。例えば、宇宙環境関係でＮＩＣＴが組んでいるＮＯＡのチームはしっかりや

っておりますので、連携関係もしっかりと強固なものを維持しておりますので、そこは現状

はあまり心配しておりません。 

 あと、Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ関係で、アメリカともかなり深い関係を構築しながら、欧州と

もしっかりやっていますが、そこも現状失速するような気配はございませんで、一緒に次を

どう発展させるかといったところで、欧州もお仲間が増えている状況でございます。展示会

等でも積極的に発信しております。ただ、来年、再来年はどうなっていくかといったことは

注視しながらやっていかないといけないということは事実かと思います。現状、そういうわ

けで影響はまだ受けていないという認識でおります。 

【村瀬専門委員】  今のところ、プロジェクトベースで見ると、直接に影響はないという

のは理解しました。もう少し長期的に見ると、関税の影響もあって、それぞれのＮＩＣＴさ

んの成果が出ていく先のベンダーさんの影響がどのように逆に出てくるかといったところ

も、社会実装面では影響があるのかなと思いますので、そこはよく見ていただければと思い

ます。 

 それから、後半でちょっとお願いしていたアメリカの研究者を逆にうまく採れたりする
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かどうかみたいなのは、何か感触はありますか。 

【山口理事】  招聘制度は持っておりますので、そういうものをうまく活用するのはある

と思います。今後、研究を進めていく上で有益な方法があれば、工夫していきたいと思って

います。 

【安井理事】  積極的にこちらからアクションを起こすという状況ではないんですけれ

ども、これも今後どうなるかというところがありますけれども、非常に有望な外国の研究者

とどうお付き合いするかというところはあるかと思います。 

 一方で、逆に外国からＮＩＣＴに来て、この場を使って研究をしたいという人が出てきた

場合にどうするか。実際、最近ですと、採用も国際化しておりますので、特に外国の方がＮ

ＩＣＴで働く障壁が高いわけではございませんが、一方でいろいろな諸事情もございます

ので、地政学的な部分も含めて、そういったところは全体的なバランスを勘案しながら判断

していくことになろうかと思います。 

 ただ、一緒にパートナーとしてやっている相手がパートナーになれない状況が出てくる

ということは非常に不幸なことですので、そこはケースに応じて、しっかり丁寧に見ていき

たいと思っております。 

【村瀬専門委員】  先ほどの研究プロジェクトからアメリカが抜けてしまうみたいなこ

とがあった場合に、それで逆に研究者が職を失うような状況だとすると、逆にチャンスとも

言えるので、ヨーロッパの研究機関とかはかなり積極的にそういうポストを用意している

という話も聞きますので、状況を見ながら、ぜひ積極的にチャンスを生かしていただきたい

と思います。 

 以上です。ありがとうございます。 

【橋本部会長】  ありがとうございます。 

 ほか、いかがでしょうか。よろしいですか。 

 どうぞ、牛尾専門委員、お願いします。 

【牛尾専門委員】  項目で言うとＢｅｙｏｎｄ ５Ｇに相当するかと思うんですけれど

も、これまで機構の運営費交付金３００億円に対して、さらに３００億円の基金という形で、

物すごいお金の額が交付されて、そしてそれがおおむねこのＢｅｙｏｎｄ ５Ｇのプロジ

ェクトにいろいろ費やされたと認識していますが、開始してから何年かたって、そろそろ成

果が出ている頃ではないのかなと思います。出た成果の幾つかはここに書いてあるんです

けれども、ちょっとよく分からないこともあってお聞きしているんですけれども、その中で
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最も顕著な成果を挙げるとするならば、一体どういったことになりますか。 

【山口理事】  様々な成果は出てきておりますが、標準化での成果が幾つか出てきてござ

います。例えば、受託事業者さんの中には、テラヘルツ帯のチャネルモデルの研究をされて

いた方もいらっしゃって、成果技術が３ＧＰＰの実際の規格に反映されたとか、あるいは、

映像符号化の標準化技術についても同様に３ＧＰＰに反映をされていたりします。また、フ

ラットパネルのアンテナ技術等では、製品に非常に近いところまで成果が出てきています。

このように標準化の成果や製品化に近い成果などが、受託者の方の中から出始めてきてい

るところでございます。 

【牛尾専門委員】  額として非常に大きなものがありますので、出てきた成果に関しては、

ぜひ積極的に広報なり何なりで宣伝される必要があるのではないのかなと思います。特に、

国民と言うとちょっと言い過ぎかもしれませんけれども、説明責任みたいなものも恐らく

問われるんではないかなと思われますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

【山口理事】  成果の積極的な情報発信は、我々も心しておりますので、積極的に行って

いきたいと思っております。 

 また、新基金では社会実装や国際展開を重視したプログラムを新たに設けてございます。

まだこれは始まって２年ぐらいなので、研究の成果はこれからとなりますが、このプログラ

ムは助成事業でやっているため、過程の状況では公開が難しいのですが、海外のマーケット

分析をしっかり行い、自社がどこで商品、市場を取っていくかということを非常に戦略的に

考えて取り組まれております。ビジネスとマッチした形で研究を進めているプログラムで

ございますので、従来の委託型より大規模な予算で研究開発を進めていただいてございま

す。このため、評価については、事業面の評価を重視しており、成果の事業性を評価委員の

先生方に細かく見ていただき、コメントをいただきながら進めてございますので、成果が出

てきたら、国民の皆様にも理解していただけるような形で、機会を捉えてしっかりと情報発

信していきたいと思っております。 

【盛合部長】  よろしいですか。 

【橋本部会長】  どうぞ。 

【盛合部長】  Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ関連の成果の発信ということでは、本日から始まって

いるんですけれども、大阪・関西万博で「Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ readyショーケース」の中

で、この中の４件の成果をしっかり発信して、国民目線で、この成果がこの後どのように未

来社会の変化に寄与するのかといったところを、分かりやすく展示しているところでござ
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います。６月３日まででございますけれども、そういう形でも発信しております。 

【橋本部会長】  どうぞ。 

【安井理事】  Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ関係で山口が答えましたところは、主に基金の事業の

視点ですけれども、自ら研究関係が関わる形で、先ほどの２８ページにありますようなグロ

ーバルリーダーシップ、これがＢｅｙｏｎｄ ５Ｇを具体的に世界戦略で実装していくに

当たっては非常に重要ですので、欧州は、まず日独の連携をコアに始めたんですが、周辺国

もどんどん加わってきつつあるところでして、そういうコミュニティーをつくりながら、実

際に本当に実装性の高い、グローバル的に優位に立てるようなところを狙っていく仲間づ

くり、ここもかなり有機的につながり始めていますので、一部、相互実証ができるかもしれ

ないところに手が届いております。 

 もう一つはアメリカです。先ほどもありましたけれども、ノースイースタンの例が出てい

ますけれども、こういったところが積極的に進めている活動のスタイルも学びながら、ある

いは連携しながらやっていくというところも深く関わり始めておりますので、そういった

ところを先ほどの話と含めて機構としては全体的に頑張っていきたいと思っておりますの

で、一部そういう形が始まったというところでございます。 

【橋本部会長】  ありがとうございます。 

 よろしいですか。 

【松井課長】  牛尾先生の御質問の中での補足をちょっとさせていただきますと、当然Ｂ

ｅｙｏｎｄ ５Ｇ基金事業、これは総務省の事業として行っているところでもありますの

で、総務省としてもその積極的な成果の展開をしっかりと図っていく必要があると考えて

ございます。 

 実際にもう今回のＢｅｙｏｎｄ ５Ｇ基金事業で、特にデータセンター関係、ハイパース

ケーラーへの売り込みにつながる光伝送装置、この開発がかなり具体的にできているとい

う状況がございます。総務省としては、いただいたこのＢｅｙｏｎｄ ５Ｇ事業の成果をさ

らに海外展開していくところも政策として進めていこうということで、ちょうど先週木曜

日に総務省のほうで「ＤＸ・イノベーション加速化プラン２０３０」ということで発表して

おりまして、その中の「デジタル海外展開総合戦略２０３０」、この具体的なものは６月に

公表予定なんですけれども、この中でも盛り込ませていただいております。こういったこと

も６月中には正式に公表する予定でございますので、またこの場でも委員の皆様にも情報

共有させていただければと思っております。補足でございますけれども。 
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【橋本部会長】  ありがとうございます。 

 では、松永専門委員、お願いいたします。 

【松永専門委員】  専門委員の松永でございます。今のＢｅｙｏｎｄ ５Ｇの推進予算に

関して言うと、印象としては、各応募事業者様の価値観と、つまり、どういう成果を出すこ

とによって、それを市場に出していくことによってと考える価値観と、それとあとＮＩＣＴ

さん、総務省さんのそれぞれの価値観がマッチングを取る努力を非常に行っていらっしゃ

るというのは理解するんですけれども、そこのところがバランスが取れている状態ではな

いという印象は受けているので、そこら辺は少しずつ改善していただければなというのは、

すみません、せっかくだったので、一言言わせていただきます。 

 それで、私の質問としましては、先ほど橋本先生より標準化のお話がございましたが、も

ちろん、ＮＩＣＴさんがＣＩＳＰＲ等、３ＧＰＰもそうですけれども、積極的に御活躍され

ている標準化分野もありますが、一部の標準化分野におきましては、ＮＩＣＴさんの積極的

な活動が減退しているように見える一部の標準化活動もあるかと思います。この辺が恐ら

く、先ほど効率化というような水準が１.１％ございますというお話もございましたが、そ

こら辺を保つためにハイプロジェクトになっていくものだと思うんですけれども、その辺

のバランス。つまり、標準化に関して言うと、目新しい成果というよりは、基盤技術として

しっかりと担保していきながら、ほかの技術、これから成長していく技術をサポートすると

いう役割もあるとは思うんですけれども、そこを閾値的に廃プロジェクトにするのか、いわ

ゆるＮＩＣＴとしては力を入れていかない分野にするのか、それとも力を入れていくのか

というこの閾値の考え方というのはどのような観点で決めていらっしゃるのかということ

を御意見いただければと思います。ありがとうございます。 

【山口理事】  ありがとうございます。まず標準化につきましては、我々ＮＩＣＴでやっ

ている研究の標準化については、これは戦略的な領域も含めてですけれども、基本的には閾

値という考え方はなく、研究開発成果をしっかりと社会実装する一環で標準化活動も行っ

ていると承知しています。このため、先ほどの１.１％の話には影響されることなく、ＮＩ

ＣＴの成果の標準化にはしっかりと取り組んでいるということでございます。 

 標準化を支援する部門も持っており、そこには、国内で標準化活動で非常に御活躍された

方々に専門家として御協力いただいて、我々のＮＩＣＴの組織の中で御経験を生かした標

準化活動の支援をしていただいています。また、ＮＩＣＴの研究成果の標準化に限らず、日

本のＩＣＴの標準化活動が必要な方々、これは基金での受託事業者の方々も含みますが、そ
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ういった方々の標準化活動にも貢献できるような体制を少しずつですけれども構築してい

るところではございます。 

 私からは以上でございます。 

【松永専門委員】  ありがとうございます。私が関わっているＣＩＳＰＲとＩＴＵ－Ｒ関

連の専門委員としての活動の中で体感的に感じたことで御質問いたしましたので、少し差

異があるようでしたら、また後日、実質的な、橋本先生からも御意見がありましたが、しっ

かりとその辺り、どこの分野がどの程度標準化として活躍しているのかというものを出し

ていただけると、より明確に判断ができるかと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 ５Ｇに関しましては、専門家として実際にその活動にサポートとして関わった経験も私

自身もございますので、どのような体制でＮＩＣＴさんがサポート体制を立ち上げられて

いるのかということは詳しく知っている立場として申し上げますと、一生懸命頑張ってい

らっしゃることは分かるんだけれども、実際に成果を出された事業者様との間で、あまりス

ムーズな形でメリットのある標準化活動には進んでいないような印象を受けましたという

ことがございましたので、その辺りをまたしっかりと聴き取りの場があったときに御説明

いただければと思っております。 

 ありがとうございます。 

【橋本部会長】  ありがとうございます。 

 大変活発な御議論いただいて感謝しております。いただいた御意見は、幾つか宿題的な形

でＮＩＣＴ様に受け止めていただいて、例えば成果にめり張りをちょっとつけてみるとか、

あと情報発信をもっとアピールするとか、あるいは標準化について多少俯瞰的な情報を御

提供いただくなど、御配慮いただければと思います。 

 それでは、これからまた今後、個別のヒアリングもありますので、そこにおきましても活

発な質疑を今回のようにいただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、本日の議題は以上となります。 

閉  会 

【橋本部会長】  それでは、事務局のほうから連絡などございましたらお願いいたします。 

【平野補佐】  事務局でございます。今後の部会開催予定につきましては、先ほど資料情

部４９－１で御説明申し上げましたとおり、６月から７月にかけまして、評価項目ごとの個

別ヒアリングを実施させていただくことになります。ヒアリング後に御担当の皆様から評

価調書を御提出いただくことになりますので、何とぞよろしくお願いいたします。 
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 その後、次回の部会につきましては、先ほどこれもアナウンスしたとおりでございますけ

れども、７月１０日木曜日の１６時からを予定してございます。個別ヒアリング及び次回の

部会の日程の詳細につきましては、別途御連絡させていただきます。 

 事務局からは以上でございます。 

【橋本部会長】  それでは、以上をもちまして第４９回総務省国立研究開発法人審議会情

報通信研究機構部会を終了いたします。どうもありがとうございました。 

 

 

（以 上） 

 


